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　働き方改革の一環として改正労働基準法により時

間外労働時間の上限規制が平成31年４月１日に施行

されたが、建設業、自動車運転業務、医師等につい

ては５年間の適用猶予とし、その後に各分野に応じ

た形の上限規制を導入することとされていた。これ

らの業種・職種は限度基準通りに規制することが困

難なほどに長時間労働が常態化し、その長時間労働

によってやっと事業が成り立っていたからだ。

　この猶予期間は上限規制適用に向けて対策を講じ

る期間であったといってよいが、コロナ対応でそれ

どころではなかったというのが実情だろう。とは

いっても来年４月１日から自動車運転者にも時間外

労働時間の上限規制が適用される。上限規制の内容

はすでに周知されているので触れないが、見えづら

い留意点について見ていこうと思う。

　一般労働者には時間外労働時間について「通常予

見される時間外労働の上限時間」と「臨時的特別な

事情がある場合の時間外労働（休日労働を含む）の

上限時間」（いわゆる特別条項）の二段階で規制さ

れており、改正法の適用拡大により自動車運転者に

も二段階で適用されることになる。年間960時間の上

限規制に関心が向きがちだが、実は通常予見される

時間外労働の上限時間である45時間が大きな意味を

持つように思う。

　タクシー乗務員の賃金には通常歩合制賃金が設定

されていて、時間外労働や深夜労働に対する割増賃

金も歩合計算で支給されることが多い。常態化して

いる長時間労働に対して割増賃金の追加支給を回避

するため、基準内労働に対する賃金を低く抑え、割

増賃金に充てる部分の歩率を高く設定している賃金

体系も見受けられる。

　このこと自体、未払賃金訴訟のリスクを高める要

因になっているのだが、改正法適用により、45時間

の残業時間相当を大きく超える割増賃金の歩率設定

は労基法第37条の趣旨を逸脱していると司法判断さ

れる可能性が高くなるのではないか。「通常予見さ

れる時間外労働の上限時間」の適用は法定計算以外

の方法で算定された割増賃

金の適法性について判断の

重要な指標になると思う。

　改正労基法の適用に合わ

せて改善基準告示も改定さ

れるが、「予期し得ない事

象への対応時間の取扱」が

新設された。乗務中の車両

故障、乗船予定のフェリーの欠航、災害や事故によ

る道路の閉鎖や渋滞、異常気象（警報発表時）に遭

遇の四つの場合に限り、その対応に要した時間を１

日（隔日勤務の場合は２暦日）の拘束時間から除く

ことができる規定で、上記の特別条項「臨時的特別

な事情がある場合」とは別物である。

　これらの時間は拘束時間から除くことはできる

が、使用者の指揮命令下にあれば総労働時間から除

くことはできないので、時間外労働や深夜労働に

なった場合には割増賃金の対象になる。また場合に

よっては36協定の上限を超えてしまうことも予想さ

れる。この場合、36協定の制限を超えることができ

る労基法第33条（災害その他避けることのできない

事由によって臨時の必要がある場合、労基署の許可

を受けて労働時間を延長することができる）の手続

きが必要となるだろう。多くの事業所の就業規則で

労基法第33条に基づく非常災害時の特例を設けてい

ると思うが、自動車運転者にとって「災害その他避

けることのできない事由」が何を指すのか明らかに

なったとも言える。

　改正法の適用拡大で年間960時間の上限時間が設定

されたが、今後一般労働者と同じ年間720時間へ向

け漸次規制を強化していくことになっている。タク

シー業界が直面している最重要課題は人材確保であ

るが、働き方改革を適正にかつヴィジョンをもって

乗り越えていかなければ、全産業分野で人手不足が

深刻化している中、その出発点にも立てない。

　今回は時間外労働時間上限規制について考えてき

たが、表面上のことだけではなく深く広く検討し、

人材確保に必要な労働条件の改善に繋げていかなけ

ればならないと強く感じている。
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